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令和８年第１回定例会（第２号） 

 

令和８年３月４日（水曜日）午前１０時００分 開議   

   ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

○議事日程 

 日程第 １ 会議録署名議員の指名 

 日程第 ２ 令和７年議案第５１号 七飯町デマンド型交通の運行に関する条例の制定について 

 日程第 ３ 令和７年議案第５２号 社会福祉法人に対する助成の手続に関する条例の制定について 

 日程第 ４ 令和７年議案第５５号 七飯町手数料条例の一部改正について 

 日程第 ５ 令和７年議案第５６号 七飯町環境保全条例の一部改正について 

 日程第 ６ 議案第１４号 第６次七飯町総合計画の策定について 

 日程第 ７ 議案第１５号 七飯町特定乳幼児等通園支援事業の運営に関する基準を定める条例の制

定について 

 日程第 ８ 議案第１６号 七飯町税条例の一部改正について 

 日程第 ９ 議案第１７号 七飯町高齢者福祉措置費用徴収条例の一部改正について 

 日程第１０ 議案第１８号 令和７年度七飯町一般会計補正予算（第１０号） 

   ────────────────────────────────────────── 

○出席議員（１１名） 

    副 議 長 １３番  川 村 主 税            １番  澤 出 明 宏 

          ２番  神 﨑 和 枝            ３番  江 口 勝 幸 

          ５番  川 上 弘 一            ７番  田 村 敏 郎 

          ８番  稲 垣 明 美            ９番  中 川 友 規 

         １０番  平 松 俊 一           １１番  上 野 武 彦 

         １２番  池 田 誠 悦 

────────────────────────────────────────── 

○欠席議員（１名） 

    議  長 １４番  木 下   敏  

────────────────────────────────────────── 

○地方自治法第１２１条の規定により本会議に出席を求めた説明員 

   町       長  杉 原   太 

────────────────────────────────────────── 

○町長の委任を受けたもので出席を求めた説明員 

   副 町 長  工 藤   稔     
統括監(行財政改革担当)

兼 財 政 課 長
  青 山 栄久雄 

   
統括監(公共施設整備担当)

兼 都 市 住 宅 課 長  川 島 篤 実     総 務 課 長  中 村 雄 司 

   情 報 防 災 課 長  村 上 宏 樹     政 策 推 進 課 長  笠 原 泰 之 

   税 務 課 長  池 田   晃     会 計 課 長  佐々木 宏 美 

   住 民 課 長  福 川 晃 也     環 境 生 活 課 長  村 山 德 收 

   福 祉 課 長  谷 口 真 樹     子 育 て 支 援 課 長  川 崎 惠 子 

   健 康 推 進 課 長  竹 内 圭 介     商工労働観光課長  岩 上   剛 

   農 林 水 産 課 長  松 本 博 和     土 木 課 長  坂 田 純 一 
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   上 下 水 道 課 長  庭 田 昌 輝   

   ────────────────────────────────────────── 

○地方自治法第１２１条の規定により本会議に出席を求めた説明員 

   教 育 長  俉 楼   司 

   ────────────────────────────────────────── 

○教育長の委任を受けたもので出席を求めた説明員 

   教育監兼教育総務課長  磯 場 嘉 和     学 校 教 育 課 長  柴 田   憲 

   生 涯 教 育 課 長  花 巻   亘     スポーツ振興課長  髙 橋 雅 貴 

   学校給食センター長  福 永 崇 弘 

────────────────────────────────────────── 

○農業委員会会長の委任を受けたもので出席を求めた説明員 

   事 務 局 長  松 本 博 和 

────────────────────────────────────────── 

○選挙管理委員会委員長の委任を受けたもので出席を求めた説明員 

   書 記 長  中 村 雄 司 

────────────────────────────────────────── 

○本会議の書記 

   事 務 局 長  広 部 美 幸     書       記  山 本 翔 大 

   書 記  伊 東 宏 樹     書       記  東 山 桂 子 

    ────────────────────────────────────────── 

○会議規則第１１６条の規定により指名された会議録署名議員 

           ５番  川 上 弘 一            ７番  田 村 敏 郎 
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午前１０時００分 開議 

  ─────────────────── 

開 議 宣 告 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） おはようございます。 

 ただいまの出席議員数は１１名です。定足数に

達しておりますので、会議は成立いたします。 

 ただいまから、令和８年第１回七飯町議会定例

会の本日の会議を開きます。 

 木下敏議長から、本日の会議を欠席する届け出

がありました。 

  ─────────────────── 

 日程第１ 

  会議録署名議員の指名 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程第１ 会議録署名議

員の指名を行います。 

本日の会議録署名議員として、 

５番  川 上 弘 一 議員   

７番  田 村 敏 郎 議員   

以上、２議員を指名いたします。 

  ─────────────────── 

 日程第２ 

  令和７年議案第５１号 七飯町デマンド型交

通の運行に関する条例の制定について 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程第２ 令和７年議案

第５１号七飯町デマンド型交通の運行に関する条

例の制定についてを議題といたします。 

ただいま議題といたしました案件については、

令和７年１２月９日の本会議において、総務経済

常任委員会に付託されたものであります。 

閉会中に審査を終了しておりますので、その結

果の報告を求めます。 

澤出委員長。 

○総務経済常任委員会委員長（澤出明宏） 正確

を期すため、読み上げて報告いたします。 

委員会報告第４号、総務経済常任委員会報告

書。 

令和７年１２月９日第４回定例会における議決

に基づき、当委員会に付託された事件について審

査した結果を下記のとおり報告いたします。 

令和８年２月１２日。 

七飯町議会議長 木下敏様。 

総務経済常任委員会委員長 澤出明宏。 

記。 

１、事件名。 

令和７年議案第５１号七飯町デマンド型交通の

運行に関する条例の制定について。 

２、審査の経過。 

令和７年１２月１０日、２４日、令和８年１月

１６日、２月１２日の４日間、委員会を開催し、

政策推進課長の出席を求めて審査を行った。 

３、決定及び理由。 

（１）決定。 

原案可決。 

（２）理由。 

当委員会に付託された、令和７年議案第５１号

七飯町デマンド型交通の運行に関する条例（以下

「条例」という。）の制定については、現在実施

している大沼地区移動支援実証実験が令和８年３

月３１日をもって終了し、道路運送法第７８条第

２項に規定する自家用有償旅客運送として、令和

８年４月１日から有償による本格運行を実施し、

交通空白地域の解消及び町民の交通手段の確保を

図り、もって住民福祉の向上に寄与することを目

的とするため制定するものである。 

条例は、１１条で構成されており、その内容は

次のとおりである。 

（１）第１条は、デマンド型交通を運行する目

的について規定している。 

（２）第２条は、デマンド型交通の定義につい

て規定している。 

（３）第３条は、デマンド型交通の運行区域に

ついて規定している。 

（４）第４条は、やむを得ない理由で運行区域

の変更、運行中止ができる運行の制限について規

定している。 

（５）第５条は、利用方法について規定してい

る。 

（６）第６条は、使用料について、利用者から

１回の乗車につき５００円以内において規則で定

める額を徴収することを規定している。 

（７）第７条は、使用料の還付について規定し



 － 4 － 

ている。 

（８）第８条は、利用の制限について規定して

いる。 

附則には、施行期日を令和８年４月１日からと

している。 

委員会において、令和８年４月１日から施行す

る「デマンド型交通の運行に関する条例施行規

則」の内容を確認し、今後町内全域において運用

できるようにするため、施行規則第７条に規定し

ている乗車券の購入については、大中山出張所を

加えることを確認した。 

また、大沼お出かけ号の使用料については１回

の乗車につき５００円と規定している。渡島・桧

山管内の他自治体で運行している予約型バスや巡

回バスの運行方法や状況等を確認したところ、金

額は１回５００円以内であった。七飯町のデマン

ド型交通の運行における利用料金を５００円以内

としたことについては、令和６年度に行った大沼

地区移動支援実証実験利用者使用金額アンケート

の結果からも適正な金額である。 

以上のことを踏まえ、委員会として慎重に審査

をしたところ、現在、町が取り組む重要施策の一

つとして、交通空白地域の解消及び高齢者の交通

手段の確保が求められており、採決を行った結

果、全員一致で原案のとおり可決するべきと決定

した。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） これより質疑を許しま

す。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 質疑を終わります。 

委員長、お疲れさまでした。 

これより討論を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 討論を終わります。 

これより採決を行います。 

令和７年議案第５１号七飯町デマンド型交通の

運行に関する条例の制定についての委員長報告

は、原案可決であります。 

本案については、委員長報告のとおり、原案可

決することに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 御異議なしと認めます。 

よって、本案は、委員長報告のとおり、原案可

決することに決定いたしました。 

  ─────────────────── 

 日程第３ 

  令和７年議案第５２号 社会福祉法人に対す 

る助成の手続に関する条例の制定について 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程第３ 令和７年議案

第５２号社会福祉法人に対する助成の手続に関す

る条例の制定についてを議題といたします。 

ただいま議題といたしました案件については、

令和７年１２月９日の本会議において、民生文教

常任委員会に付託されたものであります。 

閉会中に審査を終了しておりますので、その結

果の報告を求めます。 

平松委員長。 

○民生文教常任委員会委員長（平松俊一） 読み

上げて報告をいたします。 

委員会報告第５号、民生文教常任委員会報告

書。 

令和７年１２月９日第４回定例会における議決

に基づき、当委員会に付託された事件について審

査した結果を下記のとおり報告する。 

令和８年１月２７日。 

七飯町議会議長 木下敏様。 

民生文教常任委員会委員長 平松俊一。 

記。 

１、事件名。 

令和７年議案第５２号社会福祉法人に対する助

成の手続に関する条例の制定について。 

２、審査の経過。 

令和７年１２月１０日、２３日、令和８年１月

２７日の３日間、委員会を開催し、福祉課長の出

席を求めて審査を行った。 

３、決定及び理由。 

（１）決定。 

原案可決。 

（２）理由。 

当委員会に付託された令和７年議案第５２号社

会福祉法人に対する助成の手続に関する条例（以

下「条例」という。）の制定については、町では
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これまで町内の社会福祉法人に対する助成の手続

は、七飯町補助金等交付規則・七飯町財務会計規

則・財務の交換、譲与、無償貸付等及び行政財産

の使用料に関する条例に基づき実施していたとこ

ろであります。 

一方、社会福祉法においては、条例で定めなけ

ればならないとされていることから、新たに社会

福祉法人に対する助成の手続に関し必要な事項を

定める条例を制定するものである。 

条例は、１０条で構成されており、その内容は

次のとおりである。 

（１）第１条は、条例の趣旨について規定して

いる。 

（２）第２条は、必要があると認めるときは、

七飯町内に主たる事業所を有する社会福祉法人及

び社会福祉法人を設立しようとする者に対し、助

成ができることを規定している。 

（３）第３条は、助成を受けようとするときの

申請手続について規定している。 

（４）第４条は、助成の決定等について規定し

ている。 

（５）第５条は、補助金等の使用制限について

規定している。 

（６）第６条は、助成を受けたい事業計画の変

更等を行う場合に町長の承認を受けなければなら

ないことを規定している。 

（７）第７条は、助成の決定を受けた事業につ

いて、事業年度を終了したときに報告書の提出を

求めることについて規定している。 

（８）第８条は、助成の決定の取消しについて

規定している。 

（９）第９条は、助成の決定を取り消した場合

の補助金等の返還について規定している。 

（１０）第１０条は、委任規定として、この条

例に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別

に定めることについて規定している。 

附則については、施行期日を令和８年４月１日

からとしている。 

委員からは、具体的な手続等に関し質疑があ

り、担当課長より、規則において定めるが、基本

的にはこれまでどおり補助金等交付規則などに基

づいた手続となり、手続方法などに変更はないと

答弁があった。 

委員会において慎重に審査をしたところ、社会

福祉法において条例で定めなければならないとさ

れていることから、社会福祉法人に対する助成の

手続に関する基本的な事項等について条例で定め

るものである。 

以上のことを踏まえ、採決を行った結果、全員

一致で原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ました。 

以上であります。 

○副議長（川村主税） これより質疑を許しま

す。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 質疑を終わります。 

委員長、お疲れさまでした。 

これより討論を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 討論を終わります。 

これより採決を行います。 

令和７年議案第５２号社会福祉法人に対する助

成の手続に関する条例の制定についての委員長報

告は、原案可決であります。 

本案については、委員長報告のとおり、原案可

決することに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 御異議なしと認めます。 

よって、本案は、委員長報告のとおり、原案可

決することに決定いたしました。 

  ─────────────────── 

 日程第４ 

  令和７年議案第５５号 七飯町手数料条例の 

一部改正について 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程第４ 令和７年議案

第５５号七飯町手数料条例の一部改正についてを

議題といたします。 

ただいま議題といたしました案件については、

令和７年１２月９日の本会議において、総務経済

常任委員会に付託されたものであります。 

閉会中に審査を終了しておりますので、その結

果の報告を求めます。 

澤出委員長。 
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○総務経済常任委員会委員長（澤出明宏） で

は、読み上げて報告いたします。 

委員会報告第６号、総務経済常任委員会報告

書。 

令和７年１２月９日第４回定例会における議決

に基づき、当委員会に付託された事件について審

査した結果を下記のとおり報告する。 

令和８年２月１２日。 

七飯町議会議長 木下敏様。 

総務経済常任委員会委員長 澤出明宏。 

記。 

１、事件名。 

令和７年議案第５５号七飯町手数料条例の一部

改正について。 

２、審査の経過。 

令和７年１２月１０日、２４日、令和８年１月

１６日、２月１２日の４日間、委員会を開催し、

農林水産課長兼農業委員会事務局長の出席を求め

て審査を行った。 

３、決定及び理由。 

（１）決定。 

原案可決。 

（２）理由。 

当委員会に付託された令和７年議案第５５号七

飯町手数料条例（以下「条例」という。）の一部

改正は「農業委員会の現況証明手数料」の手数料

額を、近年の人件費・物価等の業務コスト全体の

上昇が見られることから、農業委員会事務等を円

滑かつ適正に処理するための条例の一部を改正し

ようとするものである。 

改正の内容は、手数料を徴収する事項及び金額

を定める第２条、別表３０の項中、農業委員会の

現況証明手数料１件につき（３筆まで）の手数料

額「１,０００円」を「１,４００円」と改めるも

のである。 

附則には、施行期日を令和８年４月１日からと

している。 

委員会において渡島管内自治体の同手数料につ

いて調査したところ、今回の改正は妥当であると

の結論に達した。 

以上のことを留意の上、条例の一部改正の内容

を審査したところ、「農業委員会の現況証明手数

料」については、前回の見直しから２６年経過し

ており、近年の物価上昇を考慮した結果、農業委

員会事務等を円滑かつ適正に処理するための条例

の一部改正をしようとするものであり、採決の結

果、全員一致で原案のとおり可決するべきものと

決定した。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） これより質疑を許しま

す。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 質疑を終わります。 

委員長、お疲れさまでした。 

これより討論を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 討論を終わります。 

これより採決を行います。 

令和７年議案第５５号七飯町手数料条例の一部

改正についての委員長報告は、原案可決でありま

す。 

本案については、委員長報告のとおり、原案可

決することに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 御異議なしと認めます。 

よって、本案は、委員長報告のとおり、原案可

決することに決定いたしました。 

  ─────────────────── 

 日程第５ 

  令和７年議案第５６号七飯町環境保全条例の 

一部改正について 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程第５ 令和７年議案

第５６号七飯町環境保全条例の一部改正について

を議題といたします。 

ただいま議題といたしました案件については、

令和７年１２月９日の本会議において、総務経済

常任委員会に付託されたものであります。 

閉会中に審査を終了しておりますので、その結

果の報告を求めます。 

澤出委員長。 

総務経済常任委員会委員長（澤出明宏） では、

読み上げて報告いたします。 

委員会報告第７号、総務経済常任委員会報告
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書。 

令和７年１２月９日第４回定例会における議決

に基づき、当委員会に付託された事件について、

審査した結果を下記のとおり報告する。 

令和８年２月１２日。 

七飯町議会議長 木下敏様。 

総務経済常任委員会委員長 澤出明宏。 

記。 

１、事件名。 

令和７年議案第５６号七飯町環境保全条例の一

部改正について。 

２、審査の経過。 

令和７年１２月１０日、２４日、令和８年１月

１６日、２月１２日の４日間、委員会を開催し、

公共施設整備担当統括官兼都市住宅課長の出席を

求めて審査を行った。 

３、決定及び理由。 

（１）決定。 

原案可決。 

（２）理由。 

当委員会に付託された令和７年議案第５６号七

飯町環境保全条例（以下「条例」という。）の一

部改正は、条例に基づく開発行為許可申請手数料

が、七飯町手数料条例別表３３の項中「都市計画

法第２９条第１項または第２項の規定に基づく開

発行為許可申請手数料」と乖離が生じており、公

費負担と受益者負担の公平性確保の観点から、社

会経済情勢の変化に応じ適正な単価に改正するた

め、条例の一部を改正しようとするものである。 

改正の内容は、第１７条（手数料）について定

める別表１、開発行為の許可申請手数料の表を次

のとおり改めるものである。 

表を参照してください。 

附則には、施行期日を令和８年４月１日からと

している。 

委員から、条例に係る開発行為の適用除外につ

いて質疑があり、条例第１８条（適用除外）及び

七飯町環境保全条例施行規則第１７条（適用除

外）について規定している内容を確認した。 

以上のことを留意の上、条例の一部改正の内容

を審査したところ、条例に基づく開発行為許可申

請手数料の改正については、北海道自然環境等保

全条例と相まって、環境の適正な保全を総合的に

推進するとともに、町の区域内における無秩序な

開発を防止し、もって地域住民の健康で文化的な

生活の確保に寄与することを目的として条例の一

部改正をしようとするものであり、採決の結果、

全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定し

た。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） これより質疑を許しま

す。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 質疑を終わります。 

委員長、お疲れさまでした。 

これより討論を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 討論を終わります。 

これより採決を行います。 

令和７年議案第５６号七飯町環境保全条例の一

部改正についての委員長報告は、原案可決であり

ます。 

本案については、委員長報告のとおり、原案可

決することに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 御異議なしと認めます。 

よって、本案は、委員長報告のとおり、原案可

決することに決定いたしました。 

  ─────────────────── 

 日程第６ 

  議案第１４号 第６次七飯町総合計画の策定 

について 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程第６ 議案第１４号

第６次七飯町総合計画の策定についてを議題とい

たします。 

提案説明を求めます。 

政策推進課長。 

○政策推進課長（笠原泰之） それでは、議案第

１４号第６次七飯町総合計画の策定について、提

案説明申し上げます。 

第６次総合計画の策定について、七飯町議会基

本条例第９条第１項の規定に基づき、別冊のとお

り議会の議決を求めるものでございます。 
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議案の説明につきましては、議案関係資料１

ページからの第６次七飯町総合計画（案）概要版

で説明させていただきます。 

３ページの「計画策定の目的と計画の役割」で

すが、七飯町は総合計画をまちづくりの羅針盤と

するとともに、町の最上位計画に位置づけ、各施

策を推進してまいります。町の取組の方向性を定

め、各種取組を総合的に進捗管理し、住民の皆様

に分かりやすく伝えることを目的としています。 

次に、計画の役割ですが、まちづくりにおける

総合計画の役割は、町の最上位計画としての「ま

ちづくりの羅針盤」、住民と行政の協働により実

現する「まちづくりの行動指針」、まちづくりを

確実に実行するための「進捗管理の物差し」とし

て位置づけております。 

４ページ目の「計画の構成と期間」ですが、計

画の構成は、基本構想・基本計画により構成さ

れ、実施計画により具体的に実施する事業を定め

ております。 

また、総合戦略と一体的に策定しており、施策

の整合性・実効性のある計画としています。 

計画の期間ですが、基本構想は令和８年からの

１０年間、基本計画は５年で見直し、総合戦略は

５年で改定することとしております。 

５ページ目の「七飯町の現状」ですが、人口は

ピークを過ぎ減少局面に入っていること、三世代

世帯は減少し、単独世代と核家族世代が増加して

いること、男女とも１０代後半から２０代前半で

の転出増加が大きいが、３０代での転入増加があ

ることについて記載しております。 

６ページ目の「七飯町の特性と政策展開の視

点」ですが、「（１）自然と生活が調和したま

ち」から「（４）日本新三景の大沼国定公園」ま

で四つの特性と背景について、それぞれの施策展

開の視点について触れております。 

７ページの「まちづくりの基本理念」は、第６

次七飯町総合計画を実現するために、「福祉の充

実と支え合い」から「地域創生と一人一人の幸福

の実現」の四つの基本理念を定め、今後１０年間

のまちづくりに取り組んでいくこととしておりま

す。 

８ページの「町の将来像」は、これからのまち

づくりの基本理念を踏まえて、住民と行政が共に

目指す「町の将来像」を、「人と自然が調和し、

未来への笑顔輝くまち、ななえ」と定めておりま

す。 

土地利用指針につきましては、自然と暮らしと

産業活動が調和した良好な地域環境の形成に努

め、将来像を実現するために土地利用の基本方針

について定めております。 

９ページ目は土地利用模式図となっており、次

の１０ページの「まちづくりの体系」ですが、

「基本目標１ 便利で安全なまちづくり」から

「基本目標６ 協働のまちづくり」の六つの基本

目標を掲げております。 

１１ページからは基本計画で、「基本目標１ 

便利で安全なまちづくり」で「１-１ 道路・交

通ネットワークの整備」から「１-５ 情報ネッ

トワークの整備」まで五つの施策項目、１２ペー

ジは「基本目標２ 快適な街づくり」で「２-１ 

環境施策の総合的推進」から「２-４ 公園・緑

地・景観の保全」までの四つの施策項目、１３

ページは「基本目標３ ふれあいと支え合いのま

ちづくり」で「３-１ 保健医療体制の充実」か

ら「３-６ 社会保障の充実」までの六つの施策

項目、１４ページは「基本目標４ 学ぶ喜びを生

み出すまちづくり」で「４-１ 幼児・学校教育

の充実」から「４-６ 交流活動の推進」までの

六つの施策項目、１５ページは「基本目標５ 活

気とにぎわいのあるまちづくり」で「５-１ 農

林水産業の振興」から「５-５ 消費者対策の充

実」までの五つの施策項目、１６ページは「基本

目標６ 協働のまちづくり」で「６-１ 開かれ

た協働のまちづくりの推進」から「６-４ 自立

する自治体の経営の推進」までの四つの施策項目

について、それぞれ施策項目に対する主な施策、

関連するＳＤＧｓについて記載をしております。 

また、１７ページからは第３期総合戦略につい

て記載しており、１７ページには計画策定の趣旨

と七飯町における人口の現状と見通し、１８ペー

ジは七飯町の人口の展望、１９ページから２０

ページは総合戦略の基本目標と数値目標となって

おります。 

以上、簡単ではございますが、提案説明とさせ
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ていただきます。 

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○副議長（川村主税） これより質疑を許しま

す。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 質疑を終わります。 

これより討論を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 討論を終わります。 

これより採決を行います。 

議案第１４号第６次七飯町総合計画の策定につ

いて、原案とおり可決することに御異議ございま

せんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 御異議なしと認めます。 

よって、本案は、原案のとおり可決されまし

た。 

  ─────────────────── 

 日程第７ 

  議案第１５号七飯町特定乳児等通園支援事業 

の運営に関する基準を定める条例の制定につ 

いて 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程第７ 議案第１５号

七飯町特定乳児等通園支援事業の運営に関する基

準を定める条例の制定についてを議題といたしま

す。 

提案説明を求めます。 

子育て支援課長。 

○子育て支援課長（川崎惠子） それでは、議案

第１５号七飯町特定乳児等通園支援事業の運営に

関する基準を定める条例の制定について、提案説

明申し上げます。 

この条例の主な内容につきましては議案関係資

料で御説明いたしますので、資料２１ページの資

料２、七飯町特定乳児等通園支援事業の運営に関

する基準を定める条例の概要（こども誰でも通園

制度）を御覧願います。 

１、制定理由でございます。 

子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律

による改正後、子ども・子育て支援法（平成２４

年法律第６５号）第８条の規定により、乳児等通

園支援事業に対応した給付制度として「乳児等の

ための支援給付」が創設され、本給付制度に係る

事業の運営に関する基準を市町村が定めなければ

ならないため、国が定めた基準に従い、この条例

を制定するものです。 

２、制定内容でございます。 

（１）条例制定における基本的な考え方。 

条例の制定に当たっては、内閣府令で定める特

定乳児等通園支援事業の運営に関する基準（以下

「国基準」という。）に従い、または参酌して定

めることとされています。当町の条例は、国の定

める基準と異なる内容を定める特段の事情がない

ことから、国基準と同様のものとします。 

（２）条例の主な内容は次、のとおりです。 

ア 総則（第１章） 

イ 利用定員に関する基準（第２章第１節） 

ウ 運営に関する基準（第２章第２節） 

としております。 

３、施行期日。 

この条例は、公布の日から施行します。 

４、経過措置として、令和８年４月１日から起

算して１年を経過する日までの間は、国基準をこ

の条例により定められた基準とみなします。 

七飯町特定乳児等通園支援事業の運営に関する

基準を定める条例の提案説明は以上でございま

す。 

御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○副議長（川村主税） これより質疑を許しま

す。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 質疑を終わります。 

お諮りいたします。 

ただいま議案となっております議案第１５号七

飯町特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準

を定める条例の制定については、詳細な審査を要

することから、民生文教常任委員会に付託し、併

せて閉会中の継続審査としたいと思いますが、こ

れに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 御異議なしと認めます。 

よって、本案は、民生文教常任委員会に付託

し、併せて閉会中の継続審査とすることに決定い
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たしました。 

  ─────────────────── 

 日程第８ 

  議案第１６号七飯町税条例の一部改正につい 

  て 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程第８ 議案第１６号

七飯町税条例の一部改正についてを議題といたし

ます。 

提案説明を求めます。 

税務課長。 

○税務課長（池田 晃） それでは、議案第１６

号七飯町税条例の一部改正について、提案説明申

し上げます。 

主な改正内容につきましては議案関係資料で説

明させていただきますので、資料の２２ページに

ございます資料３をお開き願います。 

最初に、１の改正理由でございますが、地方税

法等の一部を改正する法律により、地方税法第２

０条の２第２項に規定される公示送達について、

デジタル化されることに合わせて、七飯町税条例

に所要の改正を行うものでございます。 

次に、２の改正内容でございますが、公示送達

について、公示事項をインターネットの利用によ

り不特定多数の者が閲覧できる状態に置く措置を

取るとともに、公示事項が記載された書面を町の

掲示場に掲示する方法に加え、電子計算機を用い

た掲示方法を新たに規定させていただきます。 

また、インターネット上で公示事項が閲覧でき

る状態となるため、特定の個人を識別できる情報

（氏名または名称は除きます）が含まれるときに

は、当該情報の内容が閲覧できないようにするた

めの措置を取るものとしてございます。 

また、詳細な改正内容につきましては、資料の

２３ページから２４ページにございます新旧対照

表を御参照願います。 

３、施行期日ですが、法律の施行日が規定した

政令により、令和８年５月２１日から一部改正さ

れた条例を施行するものでございます。 

最後に、４の経過措置としまして、この条例に

よる改正後の公示送達の規定は、この条例の施行

の日以後にする公示送達について適用し、施行日

前にした公示送達につきましては、なお従前の例

によるものとさせていただきます。 

提案説明は以上でございます。 

よろしく御審議のほど賜りますようお願い申し

上げます。 

○副議長（川村主税） これより質疑を許しま

す。 

平松議員。 

○１０番（平松俊一） １点だけお尋ねをいたし

ます。 

改正内容に特定の個人を識別できる情報が含ま

れるときは当該情報の内容が閲覧できないように

処置をするということをうたっておりますけれ

ど、具体的にどういうことをするのかお知らせく

ださい。 

○副議長（川村主税） 税務課長。 

○税務課長（池田 晃） 公示送達書には、先ほ

どの公示事項として、通常であれば氏名・名称の

ほか、住所や送達する書類名が記載されることに

なりますが、今回の法律改正の趣旨としましては

救済事項、例えば教示文による抗弁等の機会を設

ける期間だとか、訴訟提起可能時期等の不利益を

被る行政処分、例とすると税の滞納処分等が当た

るのですが、これらに対し当事者にその抗弁等の

機会を与えるべくその機会を確保することを目的

とする部分がございます。このため、例ではござ

いますが、公示送達に滞納処分、例えば差押えで

すとかそれに伴う配当計算等に関する書類交付に

該当した場合、住所と氏名により滞納者が特定さ

れ、滞納解消後もインターネット上にはその事

案、滞納した書類が送達されていない等が残る、

いわゆるデジタルタトゥーと呼ばれるものが想定

されることより、特定の個人を識別できる部分に

ついて黒塗り、先ほど言いましたように氏名・名

称等は残しますが、住所等につきましては見えな

いような処理をさせていただくことを想定させて

いただいております。 

文書により、公示送達において、社名等によっ

てデジタル化を通じた特定の個人を識別された例

が今まではないのですが、紙により公示送達は１

週間で撤去していることもあり、掲示場により公

示送達については特定の個人を識別できる部分に
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ついての処理等の対応は考えていないという形で

整理させていただきたいと考えております。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） 平松議員。 

○１０番（平松俊一） ありがとうございます。 

多分最初に分かるのは税務課が分かると思うの

ですけれども、庁舎内でその情報の共有というの

は即、タイムラグなくできるものなのですか。例

えば１週間とか１０日とかずれがあったりしたら

その間に出てしまう可能性がないのか、そこのと

ころだけ御説明をお願いします。 

○副議長（川村主税） 税務課長。 

○税務課長（池田 晃） 公示送達に当たりまし

ては、収納状況等も含めて税情報を確実に確認し

た上で、税務課だけでなく、総務課等も経由した

上で公示送達をさせていただく形になってござい

ます。ですので、先ほど言われたようにタイムラ

グ等につきましても十分配慮した上で対応させて

いただきたいと考えております。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） ほかに質疑のある方。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 質疑を終わります。 

これより討論を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 討論を終わります。 

これより採決を行います。 

議案第１６号七飯町税条例の一部改正につい

て、原案のとおり可決することに御異議ございま

せんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 御異議なしと認めます。 

よって、本案は、原案のとおり可決されまし

た。 

  ─────────────────── 

 日程第９ 

  議案第１７号 七飯町高齢者福祉措置費用徴 

収条例の一部改正について 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程第９ 議案第１７号

七飯町高齢者福祉措置費用徴収条例の一部改正に

ついてを議題といたします。 

提案説明を求めます。 

福祉課長。 

○福祉課長（谷口真樹） それでは、議案第１７

号、七飯町高齢者福祉措置費用徴収条例の一部改

正について、提案説明を申し上げます。 

主な改正内容については議案関係資料で御説明

いたしますので、議案関係資料２５ページ、資料

５の七飯町高齢者福祉措置費用徴収条例の一部を

改正する条例の概要を御覧願います。 

１、改正理由ですが、家族等からの虐待によ

り、介護老人福祉施設等の介護サービスの利用が

必要であるものの、本人の判断能力の低下によ

り、介護保険サービスの契約や介護認定の申請を

行うことができないなど、やむを得ない事由によ

り介護保険サービスを利用することができない場

合があります。 

このような場合において、町が老人福祉法第１

０条の４第１項及び第１１条第１項第２号の規定

に基づく措置を実施したときに被措置者本人から

徴収する徴収金の額について、老人福祉法第２１

条の２の規定並びに「老人福祉法第１１条の規定

による措置事務の実施に係る指針について」の趣

旨を踏まえ、介護保険法に基づく利用者負担額と

同一水準とするため、条例の一部を改正するもの

でございます。 

２、改正内容ですが、（１）として、介護保険

法に規定する短期入所生活介護、介護予防短期入

所生活介護、地域密着型介護老人福祉施設または

介護老人福祉施設の措置に要した費用に係る徴収

金に、食費及び居住費を追加します。 

（２）として、介護保険サービスの措置に要し

た費用に係る徴収金について、介護保険法に規定

する特定入所者介護サービス費の段階、利用者負

担の割合及び高額介護サービス費における利用者

負担の上限額に基づき算定を行うように改めま

す。 

３、施行期日ですが、この条例は令和８年４月

１日から施行します。 

なお、新旧対照表につきましては議案関係資料

２６ページ、資料６に添付してございますので、

御参照願います。 

提案説明は以上でございます。 
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よろしく御審議賜りますようお願いいたしま

す。 

○副議長（川村主税） これより質疑を許しま

す。 

澤出議員。 

○１番（澤出明宏） これについては少し気にな

る部分はありまして、虐待などで払えない状態で

あるのに、具体例というか、例えば息子とか、う

ちも介護いますけれども、息子が財産を握ってい

て、それなのにお父さんとかが要介護になってい

て利用したいのだけれども、息子が握ってしまっ

ているものだからできないというような事例のこ

とだと思うのですけれども、財産を握られている

場合に御本人に払えと言ったとしても、あるい

は、ネグレクトとか虐待の場合に、変な話、虐待

している人にお金払えと言ったとしても、これは

払われないですよね。そういった場合はどう考え

ていらっしゃるのかお伺いしたい。 

○副議長（川村主税） 福祉課長。 

○福祉課長（谷口真樹） それでは、質問にお答

えいたします。 

そのような虐待があった場合で、金銭管理をこ

れまで御家族がされていたとした場合に、御本人

に判断能力がないですとか資力がないという場合

については、成年後見制度を、町が申立てを行い

まして、後見人がついた段階で、金銭管理を後見

人が行うことによって、徴収金を成年後見人を通

じてお支払いをしていただくようなことで考えて

いるところでございます。 

以上です。 

○副議長（川村主税） 澤出議員。 

○１番（澤出明宏） 成年後見制度もよく分かり

ます。 

ただ本来、老人福祉法の趣旨と介護保険法の二

つは違うものですよね。同じに合わせていくよう

な話だったと思うのですけれども、老人福祉法の

措置というのは本人のほうが基本的な理念で、介

護保険法は契約によるサービスの利用という、二

つの二律背反的な要素がありますから、片方は受

益者負担的にちゃんと払ってほしいと、もう一つ

は措置的な意味で、行政措置として老健法のほう

は考えているので、これを合わせるというのは結

構乱暴なのかなという部分の考え方と、それと相

まって、例えば成年後見がつくまで結構時間かか

るのかなという部分で、それまでサービスを受け

られないので、その間に何か措置的に考えると

か、そういった裁量の部分というのはどうなので

すか。今までは結構裁量でできた部分があったと

思うのですけれども、その裁量をできないような

話になってしまう不具合があるのではないですか

という部分をお伺いしたいのです。 

○副議長（川村主税） 福祉課長。 

○福祉課長（谷口真樹） それでは、質問にお答

えいたします。 

老人福祉法との関係になるのですけれども、老

人福祉法の第２１条の２において、やむを得ない

措置による被措置者が介護保険法の規定により保

険給付を受けたときは、市町村はその限度におい

て措置に要する費用の支弁をすることを要しない

とされておりまして、原則、措置であっても介護

保険からの保険給付が優先されることとなりま

す。 

さらに今回、指針においては、措置に要する費

用については介護保険サービスで保険給付の対象

となる額のほかに、今回提案いたしました食費及

び居住費についても含まれるとされているところ

でございます。 

これらのことから、被措置者が保険給付、介護

保険によるサービスを受けたときには、措置者の

所得金額に応じて介護保険サービスの９割から７

割相当額、あと食費及び居住費については国が定

める標準負担額を差し引いた額については、保険

給付がなされます。 

しかしながら、保険給付がなされることになり

ますので、措置に要する費用、つまり被措置者本

人から徴収する額については、介護保険サービス

の１割から３割相当額、あと食費並びに居住費の

標準負担額を御本人から徴収するということで規

定されているものですから、今回このような形

で、法に基づいてうちの条例を改正するものでご

ざいます。 

それで、先ほどもう一点の御質問で、成年後見

人がつくまでの時間の間については、一旦、措置

費用という形で事業者には町から費用をお支払い



 － 13 － 

いたしますので、その点でサービスの利用ができ

ないとか、そういうことはございません。 

ですので、措置費用、支払った部分について

は、成年後見人がついた段階で改めてこちらから

徴収金という形で請求をさせていただくというこ

とで、利用ができないようなことにならないよう

な形での対応をしていきたいと考えておりますの

で、御理解願います。 

以上です。 

○副議長（川村主税） ほかに質疑のある方。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 質疑を終わります。 

これより討論を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 討論を終わります。 

これより採決を行います。 

議案第１７号七飯町高齢者福祉措置費用徴収条

例の一部改正について、原案のとおり可決するこ

とに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 御異議なしと認めます。 

よって、本案は、原案のとおり可決されまし

た。 

１１時５分まで、暫時休憩といたします。 

午前１０時５０分 休憩 

────────────── 

午前１１時０５分 再開 

○副議長（川村主税） 休憩前に引き続き、再開

いたします。 

  ─────────────────── 

 日程第１０ 

  議案第１８号 令和７年度七飯町一般会計補 

正予算（第１０号） 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程第１０ 議案第１８

号令和７年度七飯町一般会計補正予算（第１０

号）を議題といたします。 

提案説明を求めます。 

行財政改革担当統括監兼財政課長。 

○統括監（行財政改革担当）兼財政課長（青山栄

久雄） それでは、議案第１８号令和７年度七飯

町一般会計補正予算（第１０号）について、提案

説明申し上げます。 

このたびの補正予算の概要となりますが、大き

く分けて二つの項目で整理しており、１点目は、

国の令和７年度補正予算により追加された学校施

設環境改善交付金事業について、令和８年度に実

施する予定であった大中山中学校空調設備設置事

業及びトイレ改修事業などを、財政措置が有利と

なる国の補正予算に申請し、採択されたことか

ら、これらの事業費を令和７年度補正予算に追加

する予算措置で、２点目は、令和７年度事業の執

行を整理するため、事業完了による不用額、入札

等の契約金額が確定したことによる残額の整理に

よるもので、年度末までの事業費の精査による歳

出予算の補正と、歳入においては、国から交付さ

れる負担金・補助金などの交付額の確定、その他

の歳入では、調定金額の確定または見込みによる

歳入予算の過不足の精査など、いわゆる整理予算

を中心とした補正予算となります。 

また、これらの整理予算を基に、財政調整基金

をはじめとする各基金からの繰入金の減額または

各基金への積立てなど、主に財政基盤の強化を図

ることを目的とした補正予算となります。 

このため、整理予算として計上した科目は、全

事業を対象に補正予算額を積み上げておりますの

で、一般的な科目または過不足の増減額の説明は

省略し、目ごとに総額のみの説明にとどめさせて

いただき、特に説明を要する事業の場合のみその

内容の説明をいたしますので、あらかじめ御了承

願います。 

それでは、一般会計補正予算（第１０号）につ

いて御説明申し上げます。 

第１条は、規定の歳入歳出予算の総額に、歳入

歳出それぞれ１億９,４８８万４,０００円を追加

し、総額を歳入歳出それぞれ１３７億８,２３８

万２,０００円とする補正予算と、第２条は、繰

越明許費の補正で５事業を追加し、２事業を変更

することについて第２表に、第３条は、債務負担

行為の補正で１事業を追加し、１事業を変更する

ことについて第３表に、第４条は、地方債補正で

追加、変更及び廃止する事業について第４表に定

めるものでございます。 

初めに、歳出予算から御説明申し上げます。 
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３１ページをお開き願います。 

最初に、１款１項１目議会費は２０９万８,０

００円の減。 

２款総務費１項１目一般管理費は３６万２,０

００円の減。 

３３ページに移りまして、２目広報費は１９８

万４,０００円の減。 

３目財政管理費は、このたびの整理予算及び歳

入の収入見通しにより、それぞれの基金に積立て

可能な予算を、財政調整基金をはじめとする各基

金へ積み立てる予算となりますが、初めに財政管

理費は、災害による減収や災害時の応急復旧事業

など不測の支出に備えるため、北海道市町村備荒

資金組合納付金に１,０００万円を追加。財政管

理基金費は、各基金から生ずる運用利息と歳入の

普通交付税の追加交付分などを合わせ、財政調整

基金に９,５００万６,０００円、減債基金に２,

６５１万７,０００円、公共施設整備基金に５,２

９３万４,０００円を追加し、３基金の積立金の

合計で１億７,４４５万７,０００円を追加。特定

目的基金費も同じく、基金から生ずる運用利息と

原資の積立て分を合わせ、活力のあるまちづくり

推進基金から社会教育施設整備等基金まで６基金

の積立金の合計で６,９２１万８,０００円を追

加。 

次に、４目会計管理費は７万３,０００円の

減。 

５目財産管理費は１５６万５,０００円の減。 

３５ページに移りまして、６目電算管理費は、

１２節委託料で、今年度、標準化に移行する予定

にあった総合行政基幹業務システムの一部が翌年

度へ延期となったため、一部を減額し、事業合計

で１,７６３万３,０００円の減。 

７目企画費は、事業別の企画費及びまちづくり

政策事業費、３８ページに移りまして、地域交通

事業費の３事業を合わせて４１８万４,０００円

の減。中段のまちづくり政策（事業費補正予算

分）は、令和４年度から実施している恋人の聖地

移住定住事業で令和８年度に実施予定の関連事業

が国の令和７年度補正予算に前倒しで採択された

ことから１,３９８万２,０００円を計上し、令和

８年度への繰越事業として実施するものでござい

ます。 

次に、８目出張所費は１２万７,０００円を追

加。 

１０目交通安全対策費は７万４,０００円の

減。 

１１目交流推進費は１８４万５,０００円の

減。 

３９ページに移りまして、１２目地域センター

管理費は４１万５,０００円の減。 

２項１目税務総務費は８６２万円の減。 

４１ページに移りまして、２目賦課徴収費は４

３万７,０００円の減。 

３項１目戸籍住民基本台帳費は、１２節委託料

で、本年度、標準化に移行する予定にあった戸籍

情報システムの一部が国の仕様変更により翌年度

へ延期となったため、一部を減額し、事業合計で

４８９万円の減。 

４項１目選挙管理委員会費は１８万円の減。 

２目選挙執行費は３７万円の減。 

４３ページに移りまして、５項１目統計調査費

は６９万８,０００円の減。 

６項１目監査委員費は６万９,０００円の減。 

次に、３款民生費１項１目社会福祉総務費は１

５１万４,０００円の減。 

４７ページに移りまして、２目高齢者福祉費は

１,４０６万５,０００円の減。 

３目高齢者医療助成費は４万７,０００円の

減。 

４目障がい者福祉費は３,４９１万７,０００円

を追加。 

４９ページに移りまして、５目障がい者医療助

成費は７１６万６,０００円の減。 

６目社会福祉施設費は６９万円の減。 

２項１目児童福祉総務費は５,４２４万３,００

０円の減。 

５１ページに移りまして、２目児童措置費は３

８万６０００円の減。 

３目児童等医療助成費は１,６１３万４,０００

円の減。 

５３ページに移りまして、次に、４款衛生費１

項１目保健衛生総務費は１０７万４,０００円の

減。 
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２目予防費は１,７９６万７,０００円の減。 

５５ページに移りまして、３目環境衛生費は１

２０万８,０００円の減。 

５７ページに移りまして、４目環境保全対策費

は２０８万４,０００円の減。 

６目健康センター管理費は５６万５,０００円

を追加。 

２項１目清掃総務費は６３万５,０００円の

減。 

２目塵芥処理費は５４万円の減。 

５９ページに移りまして、５款労働費１項１目

労働諸費は５０万円の減。 

次に、６款農林水産業費１項１目農業委員会費

は２５万７,０００円の減。 

２目農業総務費は４万１,０００円の減。 

３目農業振興費は６５万４,０００円の減。 

４目農地費は４６５万円の減。 

６１ページに移りまして、５目町営牧場運営費

は６万７,０００円の減。 

２項１目林業費は５９２万３,０００円の減。 

６３ページに移りまして、次に、７款商工費１

項１目商工費は３４万６,０００円の減。 

２目観光費は６０９万円の減。 

３目国際交流プラザ管理費は１２万６,０００

円の減。 

４目道の駅管理費は１２万９,０００円の減。 

６５ページに移りまして、次に、８款土木費１

項１目土木総務費は６８万１,０００円の減。 

２項１目道路橋りょう維持費は４万３,０００

円の減。 

６７ページに移りまして、２目道路橋りょう新

設改良費は、事業別の道路改良事務費から道路工

事連絡車管理費までは通常の執行残により合わせ

て４６万６,０００円の減。社会資本整備総合交

付金事業費（道路）は、このたびの補正予算で多

額の減額補正となっておりますが、これには、当

初、国へ要望した社会資本整備総合交付金事業に

対し、国からの交付金が６割程度しか確保され

ず、事業の実施が翌年度以降に先送りとなったた

め、総額５,４４７万７,０００円の減額となった

ものでございます。 

次に、３項１目河川費は２２万９,０００円の

減。 

６９ページに移りまして、４項１目都市計画費

は４,０００円の減。 

２目公園費は１５５万５,０００円の減。 

３目公共下水道費は４６４万９,０００円の

減。 

４目都市環境整備費は、歳出の補正予算額はご

ざいませんが、充当財源の減額による財源更正で

ございます。 

次に、５項１目住宅管理費は６８０万７,００

０円の減。 

７１ページにつきまして、９款消防費１項１目

消防施設費は、人事院勧告による消防職員の給与

改定等により、南渡島消防事務組合の負担金に

１,２５０万２,０００円を追加。 

２目災害対策費は１０６万２,０００円の減。 

次に、１０款教育費１項１目教育委員会費は５

万９,０００円の減。 

２目事務局費は７１３万７,０００円の減。 

７３ページに移りまして、３目地域センター管

理費は１万円の減。 

２項１目小学校費の学校管理費は２０万５,０

００円の減。 

７５ページに移りまして、２目教育振興費は２

８０万５,０００円の減。 

次に、３目学校整備費は、前段で御説明しまし

た、国の令和７年度補正予算に追加された学校施

設環境改善交付金事業に令和８年度実施予定の学

校整備事業が採択されたことから新たに加えた目

の予算となり、７６ページの小学校大規模改造事

業費に、七飯小学校職員玄関電子錠設置工事に１

２９万８,０００円、藤城小学校監視カメラ更新

工事に２３２万１,０００円をそれぞれ追加し、

執行については全額、令和８年度への繰越事業と

して実施するものでございます。 

次に、３項１目中学校費の学校管理費は７０万

円の減。 

２目教育振興費は２５９万５,０００円の減。 

３目学校建設費は、小学校費での説明と同様

に、国の令和７年度補正予算に追加された学校施

設環境改善交付金事業に令和８年度実施予定の大

中山中学校大規模改造事業が採択されたことか
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ら、大中山中学校の空調設備設置事業に総額１億

１,３４８万５,０００円、同じく大中山中学校の

普通教室棟トイレ改修事業に総額３,８０２万７,

０００円をそれぞれ追加し、執行については全

額、令和８年度への繰越事業として実施するもの

でございます。 

７７ページに移りまして、次に４項１目社会教

育総務費は８４万２,０００円の減。 

２目文化振興費は２４万６,０００円の減。 

３目社会教育施設振興費は６８万２,０００円

を追加。 

７９ページに移りまして、４目文化財保護費は

２５万９,０００円を追加。 

５項１目保健体育総務費は８４万９,０００円

の減。 

８１ページにつきまして、２目学校給食費は６

３万４,０００円の減。 

次に、１１款災害復旧費は１項１目農業用施設

災害復旧費から、次のページで２項３目都市計画

施設等災害復旧費まで、合わせて１１９万５,０

００円の減。 

１２款公債費１項１目元金は、歳出の補正予算

はございませんが、特定財源の収入見通しにより

財源内訳を更正するものでございます。 

次に、２目利子は３１８万２,０００円の減。 

１３款職員費１項１目職員給与費は２７９万

４,０００円の減。 

８５ページに移りまして、最後に、２目職員諸

費は１１３万５,０００円の減額となります。 

続きまして、１５ページの歳入予算にお戻り願

います。 

次に、歳入予算の補正額の説明となりますが、

このたびの補正予算は、歳出予算において、事業

の確定による予算額の整理や決算見込みによる過

不足の整理などを行っているものであり、それに

伴う歳入についても同時に整理が行われているこ

とから、目ごとの説明とさせていただきます。 

また、右端の説明欄に記載されている予算科目

及び補正額については、特に説明を要する場合の

みの説明とさせていただき、その他については読

み上げを省略させていただきますのであらかじめ

御了承願います。 

それでは初めに、１款町税の１項１目町民税の

個人は７,６９２万円を追加し、補正後の予算額

を１１億５,５０４万円に、２目法人は３４７万

３,０００円を減額し、１億６,２１０万３,００

０円に、２項１目固定産税は１,６０９万５,００

０円を追加し、１４億３,６９１万６,０００円

に、３項１目軽自動車税の種別割は２４４万円を

追加し、９,５３３万８,０００円に、２目環境性

能割は１６６万７,０００円を追加し、８１４万

７,０００円に、４項１目たばこ税は３０７万８,

０００円を減額し、２億１,１３５万５,０００円

に、５項１目入湯税は２２８万５,０００円を追

加し、１,９２８万５,０００円とするもので、１

款町税の合計で９,２８５万６,０００円を追加

し、総額を３０億９,８９５万円といたします。 

次に、９款１項１目地方特例交付金は１４６万

９,０００円の減。 

１０款１項１目地方交付税は、国の令和７年度

補正予算により追加交付を受けた普通交付税の残

余を加え、２億２,２０３万８,０００円を追加。 

１７ページに移りまして、１２款分担金及び負

担金２項１目民生費負担金は６１万５,０００円

を追加。 

１３款使用料及び手数料１項２目衛生使用料は

８１９万８,０００円の減。 

４目土木使用料は１４万円の減。 

５目教育使用料は８４万４,０００円の減。 

２項１目総務手数料は３０万２,０００円の

減。 

２目衛生手数料は１５４万４,０００円の減。 

４目土木手数料は３１万２,０００円の減で、

１３款使用料及び手数料の合計で１,１３４万円

の減額。 

次に、１４款国庫支出金１項１目民生費国庫負

担金は８８７万２,０００円を追加。 

１９ページに移りまして、２目衛生費国庫負担

金は４２万８,０００円の減。 

２項１目総務費国庫補助金は１９６万９,００

０円の減。 

２目民生費国庫補助金は６２万３,０００円を

追加。 

３目衛生費国庫補助金は５０万円の減。 
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５目土木費国庫補助金は５,０４２万６,０００

円の減。 

６目教育費国庫補助金は、国の令和７年度補正

予算により採択された２節小学校費補助金の学校

施設環境改善交付金（大規模改造）に１８０万

９,０００円を追加、３節中学校費補助金の、２

２ページに移りまして、学校施設環境改善交付金

（大規模改造・１期工事分）に１,４６３万３,０

００円を、大規模改造分に５２９万２,０００円

を追加し、その他の増減補正により、教育費国庫

補助金で２,１６８万２,０００円を追加。 

７目消防費国庫補助金は４７万６,０００円の

減。 

３項１目総務費委託金は２３万円追加し、１４

款国庫支出金の合計で２,２３９万２,０００円の

減額。 

次に、１５款道支出金１項１目民生費道負担金

は１,１０７万２,０００円を追加。 

２目衛生費道負担金は１９万８,０００円の

減。 

２項１目総務費道補助金は３０万４,０００円

の減。 

２目民生費道補助金は１００万６,０００円の

減。 

３目衛生費道補助金は１３５万７,０００円の

減。 

４目農林水産業費道補助金は５９３万４,００

０円の減。 

２３ページに移りまして、５目土木費道補助金

は１４４万４,０００円の減。 

３項１目総務費委託金は９３万１,０００円の

減。 

３目農林水産業費委託金は１万４,０００円を

追加。 

４目商工費委託金は１万７,０００円の追加。 

５目土木費委託金は７万円を追加し、１５款道

支出金の合計で１,０００円の減額。 

次に、１６款財産収入１項１目財産貸付収入は

７７万４,０００円を追加。 

２目利子及び配当金は３０７万５,０００円を

追加。 

２項１目不動産売払収入は５５５万円を追加。 

２目物品売払収入は６２９万６,０００円を追

加し、１６款財産収入の合計で１,５６９万５,０

００円を追加いたします。 

なお、不動産売払収入の町有地、物品売払収入

の車両の売払収入分については、今後の公共施設

整備に役立てるため、公共施設整備基金の原資積

立て分に充ててございます。 

２５ページに移りまして、次に、１７款寄附金

１項２目指定寄附金は７０万円の歳入があり、使

途については福祉の充実に活用してほしい旨の指

定があったことから福祉基金の原資積立て分に充

てており、４目地方創生応援税制寄附金、いわゆ

る企業版ふるさと納税寄附金は２４０万円を追

加。 

１８款繰入金１項基金繰入金については、歳出

予算の減額に合わせ充当金額を減額するもので、

１目財政調整基金繰入金から５目子ども・子育て

応援基金繰入金までの合計１億７,５７２万２,０

００円を減額し、基金繰入金の補正後の予算額を

２億３,２７１万２,０００円といたします。 

次に、２項１目介護保険特別会計繰入金は５５

万９,０００円を追加。 

１９款１項１目繰越金は２,８３８万円を追

加。 

２０款諸収入１項１目延滞金は１１６万５００

０円を追加。 

２項１目町預金利子は８０万円を追加。 

３項貸付金元利収入は、１目労働費貸付金収

入、２目商工費貸付金収入、合わせて８万円を追

加。 

４項１目衛生費受託事業収入は３４万９０００

円を追加。 

２７ページに移りまして、５項３目高額等医療

費収入は３９万３０００円の減。 

４目雑入は６,８９３万６０００円の減で、２

０款諸収入の合計で６,６９３万５,０００円の減

額。 

次に、２１款町債１項１目衛生債は３０万円の

減。 

２目農林水産業債は２１０万円の減。 

３目商工債は６５０万円の減。 

４目土木債は３,８７０万円の減。 



 － 18 － 

５目教育債は１節社会教育債で８０万円の減。 

３０ページに移りまして、２節小学校債に、こ

のたびの国の補正予算で採択された七飯小学校職

員玄関電子錠設置事業債に６０万円、藤城小学校

監視カメラ更新事業債に１１０万円、３節中学校

債は、大中山中学校空調設備設置事業債に９,８

７０万円、大中山中学校普通教室棟トイレ改修事

業債に３,２６０万円を追加し、教育債の合計で

１億３,２２０万円を追加。 

６目消防債は２０万円の減。 

７目災害復旧債は、令和７年８月に発生した大

雨被害による町の公共施設等の災害復旧におい

て、その一部について単独災害復旧事業として起

債に同意を受けたことから、１節農林水産業施設

災害復旧債に１,３１０万円、２節公共土木施設

災害復旧債に１,２００万円を追加し、災害復旧

債の合計で２,５１０万円を追加。 

２１款町債の合計で１億９５０万円を追加いた

します。 

最後に、繰越明許費、債務負担行為及び地方債

限度額など予算設定事項の補正となりますので、

予算書５ページにお戻り願います。 

初めに、第２表が繰越明許費の補正でございま

す。 

１の追加となるのは新たに５事業を設定するも

ので、２款総務費１項総務管理費のまちづくり政

策事業（補正予算分）で金額を１,３９８万２,０

００円に、１０款教育費２項小学校費の七飯小学

校職員玄関電子錠設置工事で１２９万８,０００

円、藤城小学校監視カメラ更新工事で２３２万

１,０００円、同じく１０款教育費３項中学校費

の大中山中学校空調設備設置事業（１期工事分）

で１億１,３４８万５,０００円、大中山中学校普

通教室棟トイレ改修事業で３,８０２万７,０００

円の繰越明許費を設定し、５事業の合計で１億

６,９１１万３,０００円を令和８年度へ繰り越し

て事業を実施するものでございます。 

次に、２の変更となるのは議案に記載の２事業

で、いずれの事業もおこめ券の配布対象人数の見

込み、または翌年度実施予定事業費の見込みによ

り繰越明許費の設定金額を変更するものでござい

ます。 

７ページに移りまして、次に、第３表は債務負

担行為の補正でございます。 

１の追加となるのは大中山中学校空調設備設置

事業（２期工事分）で、このたび、歳出予算に計

上しております大中山中学校空調設備設置事業の

工事期間が令和８年度から令和９年度までの２か

年工事となるため、令和９年度実施分の予定工事

費について新たに債務負担行為を設定し、その限

度額を８,３０１万１,０００円とするものでござ

います。 

次に、２の変更となるのは防災行政無線用サー

バー機器等保守委託料で、契約締結の金額に合わ

せ、限度額を２５０万円に変更するものでござい

ます。 

最後に、第４表が地方債補正でございます。１

の追加となるのが、七飯小学校職員玄関電子錠設

置事業で限度額を６０万円に、藤城小学校監視カ

メラ更新事業で１１０万円、大中山中学校空調設

備設置事業（１期工事分）で９,８７０万円、大

中山中学校普通教室棟トイレ改修事業で３,２６

０万円、農業用施設災害復旧事業で１,３１０万

円、道路災害復旧事業で１,２００万円の限度額

を設定し、６事業の限度額の合計で１億５,８１

０万円とするほか、起債の方法、利率、償還の方

法につきましては、議案に記載のとおりでござい

ます。 

９ページに移りまして、次に、２の変更となる

のは環境衛生施設整備事業から、１１ページに移

りまして、末尾の全国瞬時警報システム専用受信

設備整備事業までの１７事業で、限度額の総額を

４億９,５３０万円から４億６,４４０万円に変更

いたします。 

また、昨今の長期金利の上昇に直結した借入利

率の変動を踏まえ、当初３％以内で設定していた

借入利率を４％以内に変更し、起債の限度額の変

更がない事業についても、条件変更が伴うため併

せて変更するものでございます。 

そのほか、起債の方法及び償還の方法について

は補正前と同じでございます。 

最後に、３の廃止でございますが、道の駅整備

事業、大沼国際交流プラザ空調設備設置事業、都

市公園整備事業の３事業で、交付税措置がない地
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方債のため起債発行を取りやめ、一般財源で対応

するものとしましたので、この起債事業の限度額

を廃止いたします。 

以上、簡単ではございますが、提案説明となり

ます。 

よろしく御審議を賜りますようお願い申し上げ

ます。 

○副議長（川村主税） これより質疑を許しま

す。 

中川議員。 

○９番（中川友規） まず順番に。 

先ほどの説明の中で、総務費の中の移住定住だ

とか恋人の聖地とか移住お試しとか、その辺の補

助金・委託料・負担金ということなのですけれど

も、前倒しということだったので、通常であれば

当初予算で今まで予算ついてきてしまうのかなと

思うのですけれども、それであれば一応確認で、

どういった内容のものをやるというのを教えてい

ただきたいなということと、民生費の放課後児童

対策費のところの放課後児童健全育成事業費の補

助金の５６４万円と、その下の入所補助金の６２

万円も教えていただければ。 

それと、教育費の中学校大規模改修事業費で１

億５,０９７万円ということで、大中山中学校の

空調関係だとかトイレとか予算がついたというこ

とで、進んでいけるということだと思うのですけ

れども、これのスケジュール感をお示しいただき

たい。 

以上です。 

○副議長（川村主税） 政策推進課長。 

○政策推進課長（笠原泰之） まず、企画総務費

のまちづくり推進事業費の補正予算分ということ

で御質問がありました。 

このたび、当初予算で補助事業を組むというこ

とで想定はしておりましたが、内閣府地方創生推

進事務局から、このたび衆議院の解散に伴いまし

て、もしかすると当初予算で国の補助金の支出が

組めない可能性もあるということで、今継続で実

施している、当町も含めて１４団体のものにつき

ましては、原則、国の補正予算で対応してくださ

いという指示がございました。当然、国の補正予

算ということでやると、３月中に補正予算を組み

まして繰越しで来年度に執行するという形になり

ますので、これをほかの１４団体と併せて行うと

いう補正予算とさせていただいております。 

内容としましては、これまでに引き続き、Ｙｏ

ｕＴｕｂｅだとかＩｎｓｔａｇｒａｍ、そういう

媒体を使ったものを、また新たに動画プロモー

ションを作成しながら、あとそのほかに来年度考

えているのは、全国版のテレビなどに当町の移住

の魅力ですとかそういうものを流してもらう、そ

れを地上波で流してもらった上で、それ以外にも

再配信の番組だとか、そういうふうにも一定程度

また流していただくというような事業も検討して

いるところでございます。 

あとは引き続き移住定住の補助金ということ

で、今年度も２８組の方に来ていただいておりま

すけれども、またさらに来ていただけるように、

いろいろ宣伝、広報等も行っていきたいと考えて

おります。 

以上です。 

○副議長（川村主税） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（川崎惠子） 放課後児童健全

育成事業の運営補助金の件になります。こちらの

運営補助金は、民間の学童保育施設に対する補助

金となります。令和７年度中に民間の学童保育を

利用する子どもの人数が増えたことによるもの

で、実績の見込みから５６４万円の増額となりま

した。それに伴って入所補助金も、そこに入所す

る保護者に対する補助金でございますので、増え

た人数分も合わせて増額補正ということになりま

した。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） 教育監兼教育総務課長。 

○教育監兼教育総務課長（磯場嘉和） それで

は、中学校大規模改造事業の内容について御説明

申し上げます。 

大きく二つの工事がございまして、まず一つ目

は大中山中学校空調設備設置工事となります。こ

ちらについては金額が５,０００万円を超えてお

りますので契約議決を伴いまして、後期について

は契約議決後から令和９年１２月までを予定して

おります。 

なお、エアコンの稼働については令和９年の８
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月の中旬を予定しております。また、暖房につい

ては令和９年の１１月を予定しております。 

また、もう一つの大中山中学校トイレ改修工事

でございますが、こちらは令和８年５月から工事

をスタートさせまして、令和９年３月までには工

事完了する予定となってございます。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） 中川議員。 

○９番（中川友規） 分かりました。 

あと最後一点気になったところが、学校給食セ

ンター運営費の３１１万８,０００円の減という

ことで、見込みによる減額の計では３６２万２,

０００円ということなのですけれど、いろいろな

ところで見込みによる減というのはあるのですけ

れども、それはいろいろな対象の人数が減ったり

いろいろな状況だというのが分かるのでそちらは

いいのですけれども、給食センターの運営の中で

のこの３６０万円というのは大体何だったのかの

内容をお知らせ願いたいと思います。 

○副議長（川村主税） 学校給食センター長。 

○学校給食センター長（福永崇弘） 給食セン

ターの運営費の減、主なものですけれども、大き

なものといたしましては委託料の米飯保温食缶洗

浄殺菌委託料、あとは塵芥運搬業務等委託料なの

ですが、米飯食缶洗浄は単価契約をしておりまし

て、食数の見込みによる減ということと、あと塵

芥運搬処理の委託料は入札による減という形で大

きく減っております。あるいは、食材等集荷委託

料につきましても単価契約をしておりまして、集

荷の見込みによる減という形になっております。

あとは準要保護児童生徒給食扶助費なのですけれ

ども、こちらは当初、準要保護生徒の人数を２３

９人という形で見込んでおりましたが、実際には

見込み人数が減少、約２０２人ということで変更

して、平均では３７人ほど減少したために減額と

いう形になっております。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） ほかに質疑のある方。 

稲垣議員。 

○８番（稲垣明美） 教育費の藤城小学校の監視

カメラの更新工事の２３２万１,０００円の減な

のですけれども、これは何台でどのくらいの数な

のか、もう少し詳しく教えてください。 

○副議長（川村主税） 教育監兼教育総務課長。 

○教育監兼教育総務課長（磯場嘉和） 小学校費

の藤城小学校防犯カメラということでございます

が、外部のカメラ３台を更新する予定でございま

す。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） ほかに質疑のある方。 

田村議員。 

○７番（田村敏郎） １点確認なのですけれど

も、１２３ページ、防災行政無線管理費なのです

が、委託料の中で債務負担で２５０万円という額

がありますけれども、先ほど２６０何万円から２

５０万円に、安くなったと言えばおかしいのです

けれども、金額の変更があったというのは、これ

どういった理由なのかということがまず１点。そ

れから、債務負担行為を起こすということは、こ

れは令和８年４月１日から保守の委託をするとい

うことで、これは令和８年４月１日から翌年の３

月３１日までの期間の対応なのか、そこら辺をも

う少し教えていただきたいと思います。 

○副議長（川村主税） 田村議員、今の質問は補

正の部分についての話でよろしかったでしょう

か。 

○７番（田村敏郎） はい。この１２３ページと

いうのは。 

○副議長（川村主税） １２３ページというのは

ないのですよ。 

○７番（田村敏郎） 暫時休憩をお願いします。 

○副議長（川村主税） 暫時休憩いたします。 

午前１１時４５分 休憩 

────────────── 

午前１１時４７分 再開 

○副議長（川村主税） 休憩前に引き続き、再開

いたします。 

田村議員の再質問から、またよろしくお願いい

たします。 

田村議員。 

○７番（田村敏郎） すみません。私の勘違い

で、債務負担行為、一般会計の補正予算で出てい

まして、その部分の中身というのは新年度予算の

関係になりますので、申し訳ないですけれども、
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訂正というか、取下げいたします。 

○副議長（川村主税） ほかに質疑のある方。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 質疑を終わります。 

これより討論を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 討論を終わります。 

これより採決を行います。 

議案第１８号令和７年度七飯町一般会計補正予

算（第１０号）を、原案のとおり可決することに

御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 御異議なしと認めます。 

よって、本案は、原案のとおり可決されまし

た。 

  ─────────────────── 

散 会 の 議 決 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） この際、お諮りいたしま

す。 

本日の日程は全て終了いたしました。 

本日の会議はこれで散会いたしたいと思います

が、これに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 御異議なしと認めます。 

よって、本日の会議はこれで散会することに決

定いたしました。 

  ─────────────────── 

散 会 宣 告 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 本日は、これをもって散

会いたします。 

お疲れさまでした。 

午前１１時４９分 散会 
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